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１ 本ガイドを作成した背景や目的について 

現在、全ての学校において特別支援教育コーディネーターは指名されてい

ますが、学校によって担う役割が異なっていたり、業務が不明瞭なまま多岐

に及んでいたりする現状があります。 

また、特別支援教育コーディネーターには、主幹教諭をはじめ、指導教諭

や教諭、養護教諭、講師など様々な職の教員が指名されており、それぞれの

特別支援教育に携わった経験の有無や程度も同一ではありません。 

そこで、本ガイドにおいて特別支援教育コーディネーターとしての役割を

示すことによって、各学校における業務遂行の指針を示すこととしました。 

 

２ 本ガイドが対象とする学校種や教職員について 

障がいのある児童生徒の自立と社会参加を促すためには、一貫した継続性

のある教育支援が重要となります。平成 23 年 12 月に作成した特別支援教育

コーディネーターガイドは高等学校を対象としたものでしたが、本県におけ

る特別支援教育の一層の推進を図るため、今回、小・中・高等学校向けに作

成し直しました。 

また、特別支援教育は一部の教員だけで行うものではありません。本ガイ

ドは特別支援教育コーディネーターをはじめ、管理職を含む他の教員が特別

支援教育コーディネーターの役割を正しく理解し、校内支援体制をより強固

に構築するため、全ての教員向けに作成しました。 

 

３ 本ガイドを有効に活用するために 

本県では「特別支援教育推進ガイド」（平成 30 年３月）をはじめ、特別支

援教育に係る多くの資料等を作成してきました。これらの資料等とできる限

り内容の重複を避けて、本ガイドは作成されています。 

そこで、各学校に配布されている既存の資料やホームページに掲載されて

いる資料等を随時参照しながら、本ガイドの記載内容について理解を深めて

いってください。 
 
・福岡県のＨＰ：トップページ＞子育て・教育＞教育＞特別支援教育 

(http://www.pref.fukuoka.lg.jp/life/5/41/186/) 
   

・県教育センターのＨＰ：ホーム＞研究成果物（分野別一覧）＞特別支援教育 

(http://www.educ.pref.fukuoka.jp/intro/pub/detail.aspx?c_id=322&id=17661) 

 

特別支援教育コーディネーターガイドの趣旨 
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第１ 特別支援教育コーディネーターの役割 

 

「特別支援教育の推進について（平成１９年４月１日文部科学省初等中等教育局長通

知）」では、「各学校の校長は，特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を

『特別支援教育コーディネーター』に指名し，校務分掌に明確に位置付けること。特別

支援教育コーディネーターは，各学校における特別支援教育の推進のため，主に，校内

委員会・校内研修の企画・運営，関係諸機関・学校との連絡・調整，保護者からの相談

窓口などの役割を担うこと。」と示されています 

また、「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対する教育支援体制整備ガイドラ

イン（平成２９年３月文部科学省）」においては、各学校で指名される特別支援教育コ

ーディネーターの主な役割を、次のように示しています。 

 

特別支援教育コーディネーターの主な役割 

 項  目 内  容 

１ 
学校内の関係者や関

係機関との連絡調整 

特別支援教育コーディネーターは、学校内の関係者や教

育、医療、保健、福祉、労働等の関係機関との連絡調整、

保護者との関係づくりを推進します。 

２ 各学級担任への支援 
特別支援教育コーディネーターは、各学級担任からの相

談に応じ、助言又は援助等の支援を行います。 

３ 
巡回相談員や専門家

チームとの連携 

特別支援教育コーディネーターは、巡回相談員及び専門

家チームとの連携を図ります。連携に基づいて、個別の

教育支援計画等や支援内容の改善につなげていきます。 

４ 

学校内の児童生徒の

実態把握や情報収集

の推進 

特別支援教育コーディネーターは、児童生徒の実態を適

切に把握するための体制整備や、校内研修の実施を推進

します。 

 

 表中の１から４の各項目の詳細については、次のとおりです。 

 

１ 学校内の関係者や関係機関との連絡調整 

 (1) 学校内の関係者との連絡調整 

特別支援教育コーディネーターは、学校内における特別支援教育の推進役として、

校内委員会の企画・運営を担い、協議を円滑にできるようにしていきます。 

また、日頃から校内で教育上特別の支援を必要とする児童生徒の情報を収集し、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門スタッフと共有し、

「チーム学校」としての効果的な支援が行われるよう連絡調整を行います。 
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 (2) 個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成支援 

特別支援教育コーディネーターは、学級担任が作成する個別の教育支援計画及び

個別の指導計画の内容検討に積極的に参画するとともに、学校内の関係者間での共

通理解を図ったり、必要な支援を行うよう協力を求めたりしていきます。 

また、あらかじめ、学校内における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の様

式を作成・改善したり、作成の工程を示したりしておくことが重要です。 

 

個別の教育支援計画等と「ふくおか就学サポートノート」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別の教育支援計画等における特別支援教育コーディネーターの関与 

①提示 
学校共通様式や作成工程を提示します。県ＨＰには、参考となる様式例を示し

ています。（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kobetu-yousiki.html） 

②検討 
作成に当たっては、学級担任任せにするのではなく、作成状況を適宜確認する

とともに、記載内容について共に検討していきます。 

③活用 
学級担任以外の教員等との共通理解を図ったり、校内の専門スタッフの協力を

求めたりして、計画に基づく効果的な支援が行われるようにします。 

④引継 
進級時や進学時に、個別の教育支援計画等を用いた引継ぎ、又はその連絡調整

を行います。（進学時における情報の引継ぎに係る保護者の同意は必須です。） 

※注意 

事項 

作成（合理的配慮の検討を含む。）に当たって、保護者の了承が得られない場合

は、学校独自の代替資料を作成・活用の上、必要な支援を行うようにします。 

小学校段階 

個別の教育支援計画作成 ⇨ 個別の指導計画作成 

中学校段階 

個別の教育支援計画作成 ⇨ 個別の指導計画作成 

高等学校段階 

個別の教育支援計画作成 ⇨ 個別の指導計画作成 

個別の教育支援計画の引継ぎ、又は 

「ふくおか就学サポートノート」の提供 

個別の教育支援計画の引継ぎ、又は 

「ふくおか就学サポートノート」の提供 

「ふくおか就学サポート

ノート」は、個別の教育

支援計画の作成や見直し

を行う際の基礎情報とな

るもので、個別の教育支

援計画自体が引き継がれ

る場合は、必ずしも提供

する必要はありません。 

個別の教育支援計画個別の教育支援計画個別の教育支援計画個別の教育支援計画及び個別及び個別及び個別及び個別

の指導計画は、の指導計画は、の指導計画は、の指導計画は、教育上教育上教育上教育上特別の特別の特別の特別の

支援を支援を支援を支援を必要必要必要必要とするとするとするとする全て全て全て全てのののの児童児童児童児童

生徒生徒生徒生徒をををを対象に作成対象に作成対象に作成対象に作成しますしますしますします。。。。    
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個別の教育支援計画等における特別支援教育コーディネーターの関与の例 

時期 内  容 

 

年度初 

 

 

１学期 

 

 

 

夏休み 

 

 

 

２学期 

 

 

 

冬休み 

 

 

３学期 

 

 

年度末 

 

 

 

～～～～    コラム①コラム①コラム①コラム①    特別支援教育コーディネーターの指名に当たって特別支援教育コーディネーターの指名に当たって特別支援教育コーディネーターの指名に当たって特別支援教育コーディネーターの指名に当たって    ～～～～    

 各学校の実情又は円滑な業務遂行等のために、主幹教諭や指導教諭、教務主任、生徒指導

主事を指名したり、特別支援学級担任や通級担当教員を指名したりする場合があります。 

いずれにせよ、特別支援教育について学ぶ意欲があり、関係機関との連携・協力に配慮で

きるとともに、学校の教職員全員の力を結集できる力量（コーディネーション力及びファシ

リテーション力）を有する人材を指名することが望ましいと考えます。 

 

特
別
支
援
教
育

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

①提示 

各学級担任等に対して、以下のことを示します。 

・サポートヒントシート等による実態把握の方途 

・個別の教育支援計画・個別の指導計画の様式、作成期日 

校内ＬＡＮを活用した電子データに
よる提示などが効果的です。 

②検討 

各学級担任等に対して、以下のことを依頼します。 

・例：「作成済み（又は検討中）チェック欄」への記入 

 →検討中の場合、担任が把握した実態や作成が困難な理

由等を聞き、校内委員会でも協議・検討します。 

対象児童生徒が多くいる場合は、サ
ブ・コーディネーターの配置（Ｐ９
参照）や関与が効果的です。 

③活用 

各学級担任等に対して、以下の関わりを行います。 

・コーディネーション 

 →学級担任以外の教員やスクールカウンセラー等専門ス

タッフそれぞれの役割を引き出し、それらを組み合わ

せて、具体的な支援に結び付けます。 

・ファシリテーション 

 →校内委員会等の話合いの場面で、異なる意見や立場の

違いを乗り越え、共通の目的に向けて、それぞれの力

を最大限に引き出し、合意形成に導きます。 

④引継 

校
内
委
員
会

（必
要
に
応
じ
て
） 

各学級担任等に対して、以下のことを依頼します。 

・実施した支援についての成果と課題の整理 

・児童生徒の状態や引き継ぐ支援内容の整理（Ｐ11 参照） 

作成 

 

実施 

評価 
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 (3) 校内委員会、ケース会議の開催 

   特別支援教育コーディネーターは、校内委員会の開催に当たり、専門スタッフや

関係機関の職員等にも参画を求め、必要な助言や評価を受けることができるよう連

絡調整を行います。 

また、児童生徒の実態等に応じた支援内容を決定するに当たっては、別途、学級

担任等関係者による会議（ケース会議）が必要となる場合があります。特別支援教

育コーディネーターは、通級担当教員（他校の教員を含む。）や保護者等にも参画

を求め、幅広く情報収集ができるよう連絡調整を行います。 

なお、ケース会議の結果については、守秘義務を遵守した上で、学校の教職員全

員が共通理解を図るようにすることが重要です。 

 

校内委員会とケース会議について 

 校内委員会 ケース会議 

目

的 

全校的な教育支援体制を確立し、教育上特別の支

援を必要とする児童生徒の実態把握や支援内容の

検討等を行う。 

教育上特別の支援を必要とす

る特定児童生徒に対する具体

的な支援内容の検討を行う。 

構

成 

教育支援体制を整備するために必要であると校長

が判断する者（管理職、特別支援教育コーディネー

ター、主幹教諭、指導教諭、学年主任、養護教諭、

特別支援学級担任、通級担当教員等）で構成する。 

特定児童生徒に関係する少人

数の者で構成されるチームを

柔軟に編成する。 

 

校内委員会１年間の活動例 

 

１学期 

 

↓  前期 

 

２学期  ↓ 

 

↓  後期 

 

３学期 

・特別支援教育推進体制、推進組織等の確認 

・引継ぎ資料の集約、整理 

・教育上特別の支援を必要とする児童生徒の早期発見、早期支援の促進 

・サポートヒントシート等の活用による実態把握の促進（Ｐ14 参照） 

・ＰＴＡ総会等における保護者向け理解啓発の取組促進 

・個別の教育支援計画等の作成状況の確認、活用の促進 

・困難の状態や支援内容、支援方法の確認、検討、修正 

                                                 必要に応じて必要に応じて必要に応じて必要に応じて適宜適宜適宜適宜「ケース会議」を実施「ケース会議」を実施「ケース会議」を実施「ケース会議」を実施    

・巡回相談等専門家チームによる支援の要請に係る検討（Ｐ13 参照） 

・困難の状態の変化や支援内容等の評価、引継ぎの準備（Ｐ11 参照） 

・新入生説明会における理解啓発の取組、方向性の確認 

・特別支援教育に係る次年度校内研修計画の企画・立案 
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 (4) 外部の関係機関との連絡調整 

   特別支援教育コーディネーターは、巡回相談員やスクールカウンセラー（ＳＣ）、

スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）等の専門スタッフとの連絡調整が必要にな

った場合の窓口となります。 

特別支援学校やその他の教育、医療、保健、福祉、労働等の関係機関との連絡調

整については、特別支援教育コーディネーターだけでなく、それぞれの分野に関係

する教員（学年主任や生徒指導主事、進路指導主事等）が主に担うことになります。

そこで、地域の教育、医療、保健、福祉、労働機関やそれらが提供している支援内

容等についての情報を収集・整理し、必要に応じて教員や保護者へ情報提供を行い

ます。 

 

県ＨＰには、発達障がいへの対応を 

行っている医療機関の一覧を掲載し 

ています。 

・トップページ＞健康・福祉＞ 

障がい福祉＞障がい福祉＞ 

発達障がいへの対応を行っている 

医療機関リストを公表しています 

（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/hattatsuiryoukikan.html） 

 

県内の発達障がい者支援センター 

名称等 対象圏域 

福岡地域発達障がい者（児）支援センター福岡地域発達障がい者（児）支援センター福岡地域発達障がい者（児）支援センター福岡地域発達障がい者（児）支援センターLifeLifeLifeLife    

春日市原町 3丁目 1-7 クローバープラザ 1 階東棟 

粕屋、宗像、福岡・糸島（福

岡市除く）、筑紫、甘木・朝倉 

北九州地域発達障がい者支援センター北九州地域発達障がい者支援センター北九州地域発達障がい者支援センター北九州地域発達障がい者支援センター    

北九州市小倉南区春ヶ丘 10-2 

北九州（北九州市除く）、京築 

筑豊地域発達障がい者支援センター筑豊地域発達障がい者支援センター筑豊地域発達障がい者支援センター筑豊地域発達障がい者支援センター    

田川市大字夏吉 4205-7 

飯塚、直方・鞍手、田川 

筑後地域発達障がい者支援センター筑後地域発達障がい者支援センター筑後地域発達障がい者支援センター筑後地域発達障がい者支援センター    

八女郡広川町大字一篠 1361-2 

久留米、八女・筑後、有明 

福岡市発達障がい者支援センターゆうゆうセンター福岡市発達障がい者支援センターゆうゆうセンター福岡市発達障がい者支援センターゆうゆうセンター福岡市発達障がい者支援センターゆうゆうセンター    

福岡市中央区知行浜 2 丁目 1-6 

福岡市 

北九州市発達障害者支援センターつばさ北九州市発達障害者支援センターつばさ北九州市発達障害者支援センターつばさ北九州市発達障害者支援センターつばさ    

北九州市小倉南区春ヶ丘 10-2(市立総合療育センター内) 

北九州市 
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 (5) 保護者に対する相談窓口 

   各学校において、保護者と連絡を取り合う教員は、主に児童生徒が在籍する学級

の担任になりますが、教育上特別の支援を必要とする児童生徒の保護者からの相談

を、特別支援教育コーディネーターが受けることも考えられます。 

その際は、児童生徒が在籍している学級の担任と連携を図りつつ、対応すること

が重要となります。 

特に、教育上特別の支援を必要とする児童生徒は、環境によって状態等が異なる

場合も多く、学校と家庭では様子が違っていることもあるため、児童生徒が在籍し

ている学級の担任と保護者では、考え方が異なる場合もあります。そのような時に

は、対象の児童生徒に関わる教員や支援に携わる専門スタッフが集まり、保護者と

ともに解決策を考えていくような話し合いの場を設けることも有効となります。こ

のように、様々な場合を想定しながら、保護者の相談に対応していくことが特別支

援教育コーディネーターの役割の一つになります。 

また、特別支援教育コーディネーターは、各学級担任とともに、児童生徒本人や

保護者等から、社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明を受けるなど、

合理的配慮の提供に当たっての相談窓口としての役割も果たします。 

 

 

～～～～    コラム②コラム②コラム②コラム②    保護者と連携する際の留意事項保護者と連携する際の留意事項保護者と連携する際の留意事項保護者と連携する際の留意事項についてについてについてについて    ～～～～    

○ 本人・保護者からの相談がなく、障がいに起因すると考えられる児童生徒の学習面や行

動面等の問題に気付いたときは、障がいについての十分な認識を持つことができるよう

な情報提供や教育相談を行うことが必要です。 

○ その際、本人・保護者の心情に配慮した言動が必要であり、できないことや問題行動で

困っていることのみを述べるのではなく、「卒業後の進学・就労に向けて、学習上又は生

活上で本人が困っていること（将来、困るであろうと考えられること。）を、学校の指導

の工夫で改善したい。」という姿勢で連携を図ることが大切です。 

○ また同時に、本人が自己認知を深めるような指導・支援も効果的です。 

○ 本人や保護者にどのように伝えたらよいかが難しい場合については、巡回相談等を活

用して、医療や心理等の専門家からの助言を受けるようにすることも考えられます。 

○ 保護者から相談があった場合は、本人の実態を基にした学校としての取組の見通しを

示し、協力を求めるようにしましょう。 
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２ 各学級担任への支援 

 (1) 各学級担任からの相談状況の整理 

特別支援教育コーディネーターは、教育上特別の支援を必要とする児童生徒につ

いて、各学級担任から相談を受け、児童生徒の情報を偏りなく多角的に聞き取り、

担任と一緒に、児童生徒を取り巻く状況の整理を行います。 

その過程において、担任自身が当該児童生徒や学級等に係る課題を解決していく

に当たっての糸口を見つけることにもつながります。 

 

～～～～    コラム③コラム③コラム③コラム③    コンサルテーションによる相談支援コンサルテーションによる相談支援コンサルテーションによる相談支援コンサルテーションによる相談支援についてについてについてについて    ～～～～    

各学級担任から相談を受けた際、問題を抱えているのは相談者自身であり、最終的に何が

問題解決につながるかを知っているのも相談者自身であると考えることができます。 

そこで、特別支援教育コーディネーターは、相談者との対話や質問を通した課題への気付

きや自らの実践の振り返り、児童生徒の実態等を踏まえた対応の分析・検討を促しながら、

実行可能な指導内容・方法等を相談者から引き出すことが重要となります。 

相談者が自分で問題を理解し、解決方法を考えていくようにならないと本質的な問題解

決には至りません。相談者の主体性を促し、問題解決力を高めることを目的とした相談支援

を行うとともに、徐々にこのような支援をフェードアウトしていく視点も大切です。 

 

 (2) 学校内での教育支援体制の検討 

特別支援教育コーディネーターは、必要に応じて各学級担任とともに児童生徒の

実態把握を行い、担任ができる支援を見極めた上で、適宜助言をしていきます。 

その際は、各学級担任が児童生徒への理解を深めることができるように、その時

点で推察される児童生徒の障がいによる困難さの状況や特性、行動の背景、今後の

対応への見通し等を説明することが大切です。また、必要に応じて校内委員会にお

いても、これらの事項を提示し、学校全体で共有できるようにします。 

児童生徒が直接、特別支援教育コーディネーターに相談に来た場合は、丁寧に事

情を聞き取り、相談内容を把握した上で、児童生徒を取り巻く状況を整理していき

ます。この場合は、特に、学級担任との連携を図っていくことが重要となります。 

 

～～～～    コラム④コラム④コラム④コラム④    サブ・コーディネーターの配置についてサブ・コーディネーターの配置についてサブ・コーディネーターの配置についてサブ・コーディネーターの配置について    ～～～～    

 教科担任制がとられている中学校や高等学校の場合、学年組織等の機能により、複数の教

員で生徒の困難さに気付き、実態を把握することができるという強みがあります。 

 そこで、特別支援教育コーディネーターを複数指名し、各学年等にサブ・コーディネータ

ーを位置付けることで、支援の機動性や具体性、組織としての継続性等の面から、校内支援

体制の充実がより一層図られることになります。 
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特別支援教育充実のための校内体制点検表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 ３段階 ２段階 １段階

1 校内委員会の設置

管理職も含めた校内委員
会が定期的に開催され、
事例検討(ケース会議)が
行われている。

管理職も含めた校内委
員会が設置されてお
り、確実に開催されて
いる。

管理職も含めた校内委
員会が設置されてい
る。

2
特別支援教育コー
ディネーターの指名

校務分掌への位置付けや
職務内容等が、全職員や
保護者に明らかになって
いる。

校務分掌への位置付け
や職務内容等が、全職
員に明らかになってい
る。

指名され、校務分掌に
明確な位置付けがあ
る。

3 相談窓口の設置

特別支援教育コーディ
ネーターや校内委員会が
適切に相談に応じてい
る。

校内の相談体制につい
て職員間で共通理解が
なされている。

相談窓口を設置してい
る。

4
実態把握と個別の教
育支援計画等の作成

指導の方針(合理的配慮
や関係機関等)が示され
た個別の教育支援計画等
が作成されている。

実態把握に基づき、合
理的配慮について保護
者との合意形成を図っ
ている。

全校児童生徒等を対象
とした実態把握を行っ
ている。

5
個別の指導計画の作
成・活用

教職員の共通理解に基づ
いた個別の指導計画等を
作成し、指導に活用して
いる。

障がいのある児童生徒
等の個別の指導計画等
を作成している。

障がいのある児童生徒
等の指導上の配慮事項
等に関する情報交換を
行っている。

6
個別の教育支援計画
・個別の指導計画の
評価

行った配慮等について、
個別の教育支援計画等に
基づき校内委員会等で評
価・改善している。

行った配慮等につい
て、個別の教育支援計
画等に基づき評価・改
善している。

障がいのある児童生徒
等に対して行った配慮
等について評価・改善
している。

7
異校種間の連携
(小中、中高、高大)

連絡会等が開催されてお
り、個別の教育支援計画
等に基づいた情報交換が
行われている。

連絡会等が開催されて
おり、障がいのある児
童生徒等についての情
報交換を行っている。

障がいのある児童生徒
等について、個別に情
報交換を行っている。

8 専門機関との連携

就職支援や相談支援等に
関する専門機関との間
で、個別の教育支援計画
等に基づいた連携を図っ
ている。

就職支援や相談支援等
に関する専門機関(例え
ば、発達障がい者支援
センター)との連携を
図っている。

巡回相談や特別支援学
校、ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ等の特
別支援教育に関する専
門家の活用を行ってい
る。

9 校内研修の実施

特別支援教育に関する授
業に基づいた校内研修や
巡回相談が実施されてい
る。

特別支援教育に関する
事例を通した校内研修
や巡回相談が実施され
ている。

特別支援教育の理解を
深める講話等の校内研
修が実施されている。

10 職員への理解啓発

特別支援教育に係る重要
な内容については、全職
員に資料配布等行い、情
報の共有を図っている。

研修会で得た情報を全
職員に情報提供してい
る。

研修会で得た情報を関
係職員で共有してい
る。

11 保護者への理解啓発

学校説明や保護者研修会
等の際に、全ての保護者
を対象とした特別支援教
育に関する理解啓発を
行っている。

特別支援教育の推進に
ついて、学校便り等で
知らせている。

対象児童生徒等の保護
者に対して、個別連絡
をとっている。
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 (3) 進級時等の相談・協力 

児童生徒が進級する際には、学級担任が替わることがあります。 

児童生徒の多くが同じ学校内で進級するため、これまで行われてきた支援内容等

に関する引継ぎ事項がある場合は、個別の教育支援計画等を活用しながら、次の学

級担任に、確実に引き継ぐことが重要です。 

その際に、新旧の各学級担任間で、教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対

する指導方針が異なることのないよう、校長の指示の下、連絡調整を行うことも、

特別支援教育コーディネーターの役割になります。 

なお、進級先における支援内容等については、できるだけ早期に、学級担任から

保護者に伝えるよう促すことも大切です。 

また、進学や転学等の学校が異なる場合についても、進学先や転学先の特別支援

教育コーディネーターと連携しながら、個別の教育支援計画等を活用して、適切に

支援内容等を引き継ぐ必要があります。 

 

新旧の各学級担任間で行う引継ぎの観点について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県教育センター「通常の学級におけるユニバーサルデザインの視点を生かした授業づくり」（H27.3） 

①指導内容を分析し、本時のねらいを

絞る。〔〔〔〔シンプルシンプルシンプルシンプル〕〕〕〕 

①教室環境の工夫 

 

②学習規律の現状

や提示の仕方 

 

③人間関係づくり

の配慮事項 

 

〔〔〔〔シンプル・クリア・シンプル・クリア・シンプル・クリア・シンプル・クリア・

ビジュアルビジュアルビジュアルビジュアル・・・・シェアシェアシェアシェア〕〕〕〕    

授授授授    業業業業    基基基基    盤盤盤盤    授授授授    業業業業    運運運運    営営営営    

①指示説明の仕方 

 

②板書、プリント

類の工夫 

 

③ノート指導等で

の配慮事項 

 

〔〔〔〔シンプル・クリア・シンプル・クリア・シンプル・クリア・シンプル・クリア・

ビジュアルビジュアルビジュアルビジュアル・・・・シェアシェアシェアシェア〕〕〕〕    

授授授授    業業業業    構構構構    想想想想    

②本時のめあて（学習課題）を焦点化

する。〔〔〔〔シンプルシンプルシンプルシンプル〕〕〕〕 

③児童生徒の思考過程を踏まえた指導

過程を構築する。〔〔〔〔クリアクリアクリアクリア〕〕〕〕 

④必要に応じて、学習活動に話合いの

場を位置付ける。〔〔〔〔シェアシェアシェアシェア〕〕〕〕 

⑤必要に応じて、言語情報を絵や動作

などに置き換える。〔〔〔〔ビジュアルビジュアルビジュアルビジュアル〕〕〕〕 

この図は、全ての児童生徒がよりよく参加し、理解できる授業を目指す「ユ

ニバーサルデザインの視点」を示したものです。 

下に示す①～③、①～⑤の項目は、授業づくりだけでなく、個別又は全体に

対する支援内容等を引き継ぐ観点としても活用することができます。 
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授業基盤・授業運営におけるユニバーサルデザインの視点 
 項 目 低←   評 価  →高 

授 

 

業 

 

基 

 

盤 

①掲示物は、シンプルにしている。特に、教室前面や前面

黒板には、余分な掲示をしていない。 
１ － ２ － ３ － ４ 

②教室の棚など、学習用具の整理整頓に努めている。また、

所定の場所が決められている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

③黒板は、常にきれいである（黒板が白く汚れて、文字の

コントラストが弱まることはない）。 
１ － ２ － ３ － ４ 

④身の回りの物音や声など、雑音が少なくなるように配慮

している。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑤「学習のきまり」（発表の仕方、学び方など）を掲示し、

活用している。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑥児童生徒の実態（見え方や聞こえ方、注意集中など）に

応じて、座席の位置を配慮している。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑦自己選択・自己決定の機会の設定など、児童生徒自身の

行動に責任をもたせる工夫をしている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑧全ての児童生徒が認められる場を意図的に設定してい

る。また、具体例をあげながら、ほめるようにしている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑨児童生徒がエネルギーを発散させる場を作っている。あ

るいは、行動を生産的な活動につなげるようにしている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑩児童生徒が共同の目標に向かって役割を分担し、互いに

協力して実践する活動（係活動など）に取り組んでいる。 
１ － ２ － ３ － ４ 

授 

 

業 

 

運 

 

営 

⑪「学習の進め方」やスケジュールを示すなど、１時間の

授業の見通しをもたせる工夫をしている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑫タイマーなどによる終わりの見通し、一度に行う問題数

の配慮などを心がけている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑬指示や説明などのとき、一つの事柄を一つの文で話す。

また、キーワード化や注目させる工夫を行っている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑭指示や説明などのとき、視覚的な方法（写真や絵図の利

用など）も併せて用いている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑮板書は、ノートに対応した書式や文字の色（白と黄色主

体）、文字の大きさ、文字の量に気を配っている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑯拡大文字や行の間隔など、児童生徒の実態に応じた学習

プリントの工夫を行っている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑰具体物を用いた操作活動や作業などを取り入れた授業を

行うように心がけている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑱活動の進捗状況を確認できる「自己チェック表」などを

活用している。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑲話合いのポイントや手順を示し、友達との学びを共有し

やすくしている。 
１ － ２ － ３ － ４ 

⑳発言できない児童生徒の考えを把握し、発表できる場を

設けている。 
１ － ２ － ３ － ４ 
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３ 巡回相談員や専門家チームとの連携 

各学級担任や保護者等からの相談の状況を踏まえた上で、巡回相談員への依頼が必

要となる場合は、校内委員会等でその活用について提案します。 

なお、巡回相談員等の外部専門家に必要な情報を提供する際は、個人情報の取扱い

も含め、保護者に対する十分な説明を行い、理解を得ておくことが大切です。 

 

巡回相談実施の手順（申請） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巡回相談のタイプ 

Ａタイプ 

【講 話】 

学校等内における特別支援教育に関する理解・啓発 

（例１）職員の共通理解を図るための研修における講話 

Ｂタイプ 

【支援体制】 

学校等内における推進体制整備に関する助言 

（例２）校内委員会やコーディネーターを対象とした助言 

Ｃタイプ 

【個別相談】 

学校等における個別事例に対応した相談 

（例３）行動観察（授業、休み時間等）や心理検査の実施、結果説明 

（例４）学級担任や保護者を交えた相談 

（例５）ケース会議（事例検討会）における助言 

（例６）個別の指導計画等の作成に関する支援 

Ｄタイプ 

【連携支援】 

学校等間連携における支援 

（例７）保幼小連絡会や中高連絡会における助言 

（例８）校区合同研修会・合同授業研究会等における講話や助言 

（例９）放課後児童クラブ（学童保育）との連携に関する助言 

混合タイプ 
各タイプの混合型 

（例 10）公開授業（行動観察）＋職員研修会 

※※※※Ｃタイプ実施の場合、個別の教育支援計画Ｃタイプ実施の場合、個別の教育支援計画Ｃタイプ実施の場合、個別の教育支援計画Ｃタイプ実施の場合、個別の教育支援計画・個別の指導計画を確実に作成すること。・個別の指導計画を確実に作成すること。・個別の指導計画を確実に作成すること。・個別の指導計画を確実に作成すること。    

①巡回相談申請書 

学

校

等 

巡

回

相

談

員 

②依頼 

④Ｃタイプ：事前調査シート（チェック１・２を含む。） 

③決定通知 

市町村教育委員会

※県立学校除く。 

教

育

事

務

所 

【巡回相談チームの構成員】 

有識者（大学教授等）、医師（小児神経科、精神科等）、臨床心理士、就労支援員、 

指導主事、その他発達障がい等に関する専門的知識・経験を有する者 
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４ 学校内の児童生徒の実態把握や情報収集の推進 

各学校では、必ずしも、教育上特別の支援を必要とする児童生徒をあらかじめ把握

しているわけではないため、入学等の後、早期に支援が行える校内体制を構築するこ

とが大切です。 

そのため、特別支援教育コーディネーターは、学級担任をはじめとする教職員が、

学習面又は行動面で気になる児童生徒に気付いた場合や、児童生徒への指導について

悩んでいる場合に、特別支援教育コーディネーターや校内委員会が適切に把握できる

ような体制を整えていく必要があります。 

また、特別支援教育コーディネーターは、全ての教職員を対象とした早期支援のた

めの校内研修を計画したり、学習面又は行動面で気になる児童生徒の実態等を把握す

るため「サポートヒントシート」等の活用を進めたりすることも重要となります。 

 

 

県教育センターＨＰから、「サポートヒントシート」をダウンロードできます。 

（http://www.educ.pref.fukuoka.jp/one_html3/pub/default.aspx?c_id=474） 
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サポートヒントシート（平成２８年度版）の使い方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

～～～～    コラム⑤コラム⑤コラム⑤コラム⑤    サポートヒントシート活用研修についてサポートヒントシート活用研修についてサポートヒントシート活用研修についてサポートヒントシート活用研修について    ～～～～    

 サポートヒントシートは、複数の教員によって話し合いながら活用するようにできてい

ます。したがって、各教員に配布・紹介して活用を促すだけでは不十分です。巡回相談（Ａ

タイプ）などの実施による「サポートヒントシート活用研修（例）」を設定し、全体会や分

科会などで実際の作業時間を確保することが重要です。 

多くの教員がサポートヒントシートを活用することで、特別支援教育の考え方や対象児

童生徒の見方についての共通理解を図る機会になり、校内における特別支援教育をより一

層推進することができます。 

シート①「気になる行動の気付きシート」で、気になる児童生徒の存在に気付く。 

児童生徒の行動を見つけ直すと、特に気になる児童生徒の存在に気付くことがあります。 

特に気になる場合には、シート②を使います。 

シート②「行動理解シート」で、

気になる行動をチェックする。 

シート③「支援のヒントシート」

で、支援の方向性を確認する。 

「配慮事項シート」で、授業場面における配慮事項を確認する。 

気になる行動をチェックします。

このチェック項目は、シート③に

連動しており、気になる行動に対

する支援のヒントが分かるように

なっています。 

気になる行動の要因を分析して

支援のヒントを示しています。

５段階で示される「サポート優

先度」は、支援を優先すべき項

目を示す参考データです。「支

援のヒント」を参考にして話し

合うことで、実際の指導に役立

てることができます。 

「支援のヒント」をより具体化した配慮事項を示しています。配慮事項は、「学級集団への配

慮」「個別の配慮」「個別指導」に分類され、授業におけるユニバーサルデザインの視点との関

連付けを示しています。また、合理的配慮の観点の例も示しています。 
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県教育センターＨＰでは、「サポートヒントシート」だけでなく、合理的配慮の決定・

提供に当たっての「配慮事項検討シート」や合理的配慮等を理解するための「校内研修

プラン・校内研修スライド」がダウンロードできるようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際の支援（合理的配慮提供）の流れについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

①児童生徒の実態把握と本人・保護者の要望の把握 

②把握した内容についての校内委員会での検討 

③支援内容（合理的配慮）の決定 

・サポートヒントシートの活用 

・関係職員、前籍校からの聴取 

・引継ぎ資料等の確認 

・本人・保護者との面談 

・情報（特性）の分析 

・専門家チームの活用 

・優先的支援内容の検討 

・他の代替支援策の検討 

・決定事項を個別の教育支援計画へ明記 

・個別の指導計画に反映・支援の具体化 

・家庭や関係機関との連携、経過の説明 

・実践記録の作成と講じた手立ての検証 

【留意点】 

本人や保護者に接するときは、相手の心情に配慮した言動

が必要です。「学力の向上のため」「生活上の改善のため」な

ど、常に本人の利益につながる視点をもち、そのことを相手

に伝えることが大切です。 

学習上又は対人関係等生活上の課題への気付き ⇒ コーディネーターへの相談 

支援（合理的配慮の提供）の実施 ⇒ 支援内容（合理的配慮）の評価・見直し 

【留意点】 

要望の内容が均衡を失した、又は過度の負担がある場合は、他の

手段で補うことができないか検討します。また、心理検査を実施す

る場合は、判定のための検査ではなく、理解のための検査であるこ

とを踏まえ、検査の種類や報告の仕方を十分検討するとともに、組

織的な支援につながるよう検査結果を活用することが重要です。 

【留意点】 

試験等で合理的配慮の提供を受けたことを理由

に、当該試験等の結果を学習評価の対象から除外

したり、評価において差を付けたりすることは、

不当な差別的取扱いとなります。 
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第２ 特別支援教育コーディネーターのための参考資料 

 

１ 特別支援教育の推進について（通知）（平成 19 年４月１日文部科学省初等中等教育

局長）抜粋 

１．特別支援教育の理念 

  特別支援教育は，障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組

を支援するという視点に立ち，幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し，その持

てる力を高め，生活や学習上の困難を改善又は克服するため，適切な指導及び必要な支

援を行うものである。 

また，特別支援教育は，これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく，知的な遅れの

ない発達障害も含めて，特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校

において実施されるものである。 

さらに，特別支援教育は，障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず，障害の有

無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の

形成の基礎となるものであり，我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持

っている。 

 

３．特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組 

 （1） 特別支援教育に関する校内委員会の設置 

   各学校においては，校長のリーダーシップの下，全校的な教育支援体制を確立し，

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行うた

め，校内に特別支援教育に関する委員会を設置すること。 

   委員会は，校長，教頭，特別支援教育コーディネーター，教務主任，生徒指導主事，

通級指導教室担当教員，特別支援学級教員，養護教諭，対象の幼児児童生徒の学級担

任，学年主任，その他必要と思われる者などで構成すること。 

   なお、特別支援学校においては，他の学校の支援も含めた組織的な対応が可能な体

制づくりを進めること。 

 （2） 実態把握 

   各学校においては，在籍する幼児児童生徒の実態の把握に努め，特別な支援を必要

とする幼児児童生徒の存在や状態を確かめること。 

   さらに，特別な支援が必要と考えられる幼児児童生徒については，特別支援教育コ

ーディネーター等と検討を行った上で，保護者の理解を得ることができるよう慎重

に説明を行い，学校や家庭で必要な支援や配慮について，保護者と連携して検討を進

めること。その際，実態によっては，医療的な対応が有効な場合もあるので，保護者

と十分に話し合うこと。 
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   特に幼稚園，小学校においては，発達障害等の障害は早期発見・早期支援が重要で

あることに留意し，実態把握や必要な支援を着実に行うこと。 

 （3） 特別支援教育コーディネーターの指名 

   各学校の校長は，特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う教員を「特別支

援教育コーディネーター」に指名し，校務分掌に明確に位置付けること。 

特別支援教育コーディネーターは，各学校における特別支援教育の推進のため，主

に，校内委員会・校内研修の企画・運営，関係諸機関・学校との連絡・調整，保護者

からの相談窓口などの役割を担うこと。 

また，校長は，特別支援教育コーディネーターが，学校において組織的に機能する

よう努めること。 

 

７．教育活動等を行う際の留意事項等 

 （1） 障害種別と指導上の留意事項 

   障害のある幼児児童生徒への支援に当たっては，障害種別の判断も重要であるが，

当該幼児児童生徒が示す困難に，より重点を置いた対応を心がけること。 

また，医師等による障害の診断がなされている場合でも，教師はその障害の特徴や

対応を固定的にとらえることのないよう注意するとともに，その幼児児童生徒のニ

ーズに合わせた指導や支援を検討すること。 

 （2） 学習上・生活上の配慮及び試験などの評価上の配慮 

   各学校は，障害のある幼児児童生徒が，円滑に学習や学校生活を行うことができる

よう，必要な配慮を行うこと。 

また，入学試験やその他試験などの評価を実施する際にも，別室実施，出題方法の

工夫，時間の延長，人的な補助など可能な限り配慮を行うこと。 

 （3） 生徒指導上の留意事項 

   障害のある幼児児童生徒は，その障害の特性による学習上・生活上の困難を有して

いるため，周囲の理解と支援が重要であり，生徒指導上も十分な配慮が必要であるこ

と。 

   特に，いじめや不登校などの生徒指導上の諸問題に対しては，表面に現れた現象の

みにとらわれず，その背景に障害が関係している可能性があるか否かなど，幼児児童

生徒をめぐる状況に十分留意しつつ慎重に対応する必要があること。 

   そのため，生徒指導担当にあっては，障害についての知識を深めるとともに，特別

支援教育コーディネーターをはじめ，養護教諭，スクールカウンセラー等と連携し，

当該幼児児童生徒への支援に係る適切な判断や必要な支援を行うことができる体制

を平素整えておくことが重要であること。 
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２ 学校教育法施行令の一部改正について（通知）（平成 25年９月１日文部科学事務次

官）抜粋 

第１ 改正の趣旨 

 今回の学校教育法施行令の改正は、平成 24 年７月に公表された中央教育審議会初等中

等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための

特別支援教育の推進」（以下「報告」という。）において、「就学基準に該当する障害のあ

る子どもは特別支援学校に原則就学するという従来の就学先決定の仕組みを改め、障害

の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専門的見地

からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組み

とすることが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、所要の改正を行うもの

であること。 

 なお、報告においては、「その際、市町村教育委員会が、本人・保護者に対し十分情報

提供をしつつ、本人・保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、

学校等が教育的ニーズと必要な支援について合意形成を行うことを原則とし、最終的に

は市町村教育委員会が決定することが適当である。」との指摘がなされており、この点は、

改正令における基本的な前提として位置付けられるものであること。 

 

 

障がいのある児童生徒の就学先決定までの流れについて 
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障がいのある児童生徒の就学先決定に係る留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学事務の手続について（保護者及び専門家からの意見聴取） 
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３ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する教育委員会職員対応要領（平成 28 年

３月 29 日福岡県教育委員会訓令第１号）抜粋 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律

第 65号。以下「法」という。）第 10 条第１項の規定に基づき、教育委員会事務局及び

教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関に勤務する職員（以下「職員」とい

う。）による障害者に対する差別の解消の取組を実効性あるものとするために必要な事

項を定めるものとする。 

（障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止） 

第３条 職員は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者に対し、障害を理由として、

障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、当該障害者の権利利益を侵

害してはならない。 

 （社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮） 

第４条 職員は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者が社会的障壁を取り除くこと

を必要としている場合においては、その社会的障壁の除去の実施についての必要かつ

合理的な配慮（以下「合理的配慮」という。）を誠実に行い、その社会的障壁の除去に

可能な限り努めなければならない。 

 （合理的配慮の留意事項） 

第５条 職員は、合理的配慮を行うに当たり、障害者の意見を聞き、対話による相互理解

を通じて、必要かつ合理的な範囲で、代替措置の選択も含め、柔軟に対応するものとす

る。 

３ 職員は、社会的障壁の除去の実施方法及び内容については、次に掲げる要素を考慮

し、具体的場面及び状況に応じて、客観的かつ総合的に判断するものとする。 

 一 事務又は事業への影響の程度（事務又は事業の目的、内容又は機能を損なうか否

か） 

 二 物理的若しくは技術的制約又は人的若しくは体制上の制約を考慮した実現可能性

の程度 

 三 費用又は負担の程度 

４ 職員は、前項の規定により、社会的障壁の除去の実施が困難であると判断する場合に

おいては、障害者に対してその理由を説明し、理解を得るよう努めなければならない。 

  （懲戒処分） 

第 10条 職員が、障害者に対し、その事務又は事業を行うに当たり障害を理由とする不

当な差別的取扱いを行い、又は、合理的配慮を著しく怠った場合であって、これらを是

正するため当該職員の監督者が行った指示指導に従わず、なお態度を改めないときは、

当該職員は懲戒処分に付されることがある。 
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４ 小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領（平成 29年３月告示） 

第１章第１章第１章第１章    総則総則総則総則    

第４ 児童（生徒）の発達の支援 

２ 特別な配慮を必要とする児童（生徒）への指導 

 (1) 障害のある児童（生徒）などへの指導 

  ア 障害のある児童（生徒）などについては，特別支援学校等の助言又は援助を活用

しつつ，個々の児童（生徒）の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を

組織的かつ計画的に行うものとする。 

  イ 特別支援学級において実施する特別の教育課程については，次のとおり編成す

るものとする。 

   (ｱ) 障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るため，特別支援学校

小学部・中学部学習指導要領第７章に示す自立活動を取り入れること。 

   (ｲ) 児童（生徒）の障害の程度や学級の実態等を考慮の上，各教科の目標や内容を

下学年の教科の目標や内容に替えたり，各教科を，知的障害者である児童（生

徒）に対する教育を行う特別支援学校の各教科に替えたりするなどして，実態に

応じた教育課程を編成すること。 

ウ 障害のある児童（生徒）に対して，通級による指導を行い，特別の教育課程を編

成する場合には，特別支援学校小学部・中学部学習指導要領第７章に示す自立活動

の内容を参考とし，具体的な目標や内容を定め，指導を行うものとする。その際，

効果的な指導が行われるよう，各教科等と通級による指導との関連を図るなど，教

師間の連携に努めるものとする。 

エ 障害のある児童（生徒）などについては，家庭，地域及び医療や福祉，保健，労

働等の業務を行う関係機関との連携を図り，長期的な視点で児童（生徒）への教育

的支援を行うために，個別の教育支援計画を作成し活用することに努めるととも

に，各教科等の指導に当たって，個々の児童（生徒）の実態を的確に把握し，個別

の指導計画を作成し活用することに努めるものとする。特に，特別支援学級に在籍

する児童（生徒）や通級による指導を受ける児童（生徒）については，個々の児童

（生徒）の実態を的確に把握し，個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し，

効果的に活用するものとする。 

第５ 学校運営上の留意事項 

２ 家庭や地域社会との連携及び協働と学校間の連携 

  イ 他の小学校（中学校）や，幼稚園，認定こども園，保育所，中学校（小学校），

高等学校，特別支援学校などとの間の連携や交流を図るとともに，障害のある幼児

児童生徒との交流及び共同学習の機会を設け，共に尊重し合いながら協働して生

活していく態度を育むようにすること。 
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交流及び共同学習について 

 

           ①              ④ 

            ②      ① 

 

 

         ③             ④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直接的な交流 

・教科等の学習や学校行事 

・給食や清掃など日常生活 

間接的な交流 

・手紙や感想文の交換など 

①学校間における交流及び共同学習 

 特別支援学校の子供たちは、学習や生活の範囲、社会

経験を広げるために、小・中学校、高等学校等との交流

及び共同学習を積極的に行うことが大切です。 

 教科等の学習を共に行う直接的な交流だけでなく、

手紙の交換などの間接的な交流もあります。 

特別支援特別支援特別支援特別支援学校学校学校学校    

高等高等高等高等学校学校学校学校    地地地地    域域域域    小小小小・中学校・中学校・中学校・中学校    

通常の学級通常の学級通常の学級通常の学級    

特別支援学級特別支援学級特別支援学級特別支援学級    

④地域の人々との交流及び共同学習 

 地域の人々にとっては、障がいの

ある子供たちに対する理解を深める

場となります。 

障がいのある子供たちにとって

は、地域の人々との触れ合いを通し

て、社会性を身に付ける機会となり

ます。 

③小・中学校における通常の学級と特別支援

学級との交流及び共同学習 

 特別支援学級の子供たちは、少人数での学

習形態が多いため、同学年の友達など大きな

集団での関係づくりが必要です。 

教科等の学習や学校行事などを通して、一

緒に授業を受けたり遊んだりすることが大切

です。 

②居住地における交流及び共同学習（居住地校交流） 

 交流及び共同学習の形態の一つに、特別支援学校に通う子供たちが、授業の一環と

して自分の居住する地域の小・中学校等の学校行事に参加したり、一部の教科等の学

習を共に行ったりする「居住地校交流」があります。 

本県では、「居住地校交流実施の手引[改訂版]」に基づいて実施しています。

（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/205636_51729785_misc.pdf） 

 このような地域の子供たち同士の交流などを通して、障がいのある子供たちは、地

域社会の中で積極的に活動することや、地域の一員として豊かに生きることができ

るための生活の基盤を形成することが求められています。また、障がいのない子供た

ちは、地域社会の中で、共に助け合い支え合って生きていくことの大切さを学び、思

いやりの心を育むことが求められています。 
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５ 高等学校学習指導要領（平成 30 年３月告示） 

第１章第１章第１章第１章    総則総則総則総則    

第５款 生徒の発達の支援 

２ 特別な配慮を必要とする生徒への指導 

 (1) 障害のある生徒などへの指導 

  ア 障害のある生徒などについては，特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ，

個々の生徒の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を組織的かつ計画

的に行うものとする。 

  イ 障害のある生徒に対して，学校教育法施行規則第 140 条の規定に基づき，特別

の教育課程を編成し，障害に応じた特別の指導（以下「通級による指導」という。）

を行う場合には，学校教育法施行規則第 129 条の規定により定める現行の特別支

援学校高等部学習指導要領第６章に示す自立活動の内容を参考とし，具体的な目

標や内容を定め，指導を行うものとする。その際，通級による指導が効果的に行わ

れるよう，各教科・科目等と通級による指導との関連を図るなど，教師間の連携に

努めるものとする。 

    なお，通級による指導における単位の修得の認定については，次のとおりとす

る。 

   (ｱ) 学校においては，生徒が学校の定める個別の指導計画に従って通級による指

導を履修し，その成果が個別に設定された指導目標からみて満足できると認め

られる場合には，当該学校の単位を修得したことを認定しなければならない。 

   (ｲ) 学校においては，生徒が通級による指導を２以上の年次にわたって履修した

ときは，各年次ごとに当該学校の単位を修得したことを認定することを原則と

する。ただし，年度途中から通級による指導を開始するなど，特定の年度におけ

る授業時数が，１単位として計算する標準の単位時間に満たない場合は，次年度

以降に通級による指導の時間を設定し，２以上の年次にわたる授業時数を合算

して単位の修得の認定を行うことができる。また、単位の修得の認定を学期の区

分ごとに行うことができる。 

ウ 障害のある生徒などについては，家庭，地域及び医療や福祉，保健，労働等の業

務を行う関係機関との連携を図り，長期的な視点で生徒への教育的支援を行うた

めに，個別の教育支援計画を作成し活用することに努めるとともに，各教科・科目

等の指導に当たって，個々の生徒の実態を的確に把握し，個別の指導計画を作成し

活用することに努めるものとする。特に，通級による指導を受ける生徒について

は，個々の生徒の障害の状態等の実態を的確に把握し，個別の教育支援計画や個別

の指導計画を作成し，効果的に活用するものとする。 
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第６款 学校運営上の留意事項 

２ 家庭や地域社会との連携及び協働と学校間の連携 

イ 他の高等学校や，幼稚園，認定こども園，保育所，小学校，中学校，特別支援学校

及び大学などとの間の連携や交流を図るとともに，障害のある幼児児童生徒との交

流及び共同学習の機会を設け，共に尊重し合いながら協働して生活していく態度を

育むようにすること。 

 

 

福岡県立高等学校等における通級による指導の手続について 
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６ 県立高等学校等における通級による指導に係る単位の修得の認定について（ガイド

ライン） 

平成 30 年６月８日 30 教高第 1147 号・30 教特第 568 号 

各県立高等学校長・県立輝翔館中等教育学校長（後期課程）宛て 

教育庁教育振興部高校教育課長・特別支援教育課長 

 

このことについて、通級による指導を受ける生徒が在籍する各学校において留意すべき事

項は下記のとおりですので、十分に了知し、適切に取り組むようお願いします。 

 

記 

 

○ 学校においては、生徒が学校の定める個別の指導計画に従って通級による指導を履修

し、その成果が個別に設定された指導目標からみて満足できると認められる場合には、当

該学校の単位を修得したことを認定しなければならないこと。また、単位の修得の認定は、

当該学校の各教科・科目等と同等の取扱いとすること。 

 

○ 学校においては、生徒が通級による指導を２以上の年次にわたって履修したときは、各

年次ごとに当該学校の単位を修得したことを認定することを原則とすること。ただし、年

度途中から通級による指導を開始するなど、特定の年度における授業時数が、１単位とし

て計算する標準の単位時間に満たない場合は、次年度以降に通級による指導の時間を設

定し、２以上の年次にわたる授業時数を合算して単位の修得の認定を行うことができる

こと。また、単位の修得の認定を学期の区分ごとに行うことができること。 

 

○ 指導要録の記載に関しては、指導要録の様式１（学籍に関する記録）裏面の「各教科・

科目等の修得単位数の記録」の総合的な学習の時間の次に自立活動の欄を設けて修得単

位数の計を記載するとともに、様式２（指導に関する記録）の「総合所見及び指導上参考

となる諸事項」の欄に、通級による指導を受けた学校名、通級による指導の授業時数及び

指導期間、指導の内容や結果等を記載すること。なお、他の学校において通級による指導

を受けている場合には、当該学校からの通知に基づき記載すること。 

 

○ 上記の自立活動の指導は、障がいによる学習上又は生活上の困難を改善・克服し、自立

し社会参加する資質を養うために必要な指導内容及び時間を設定するものであり、単位

の修得を主目的に行うものではないことに留意するとともに、実際の認定及び指導要録

の記載に当たっては、本人・保護者の意向を十分に踏まえること。 
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指導要録の記載（様式１裏面）について 
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指導要録の記載（様式２裏面）について 
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評

　

価

第

1

学

年

第
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学

年

第
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学

年

第

4

学

年

区分 出席停止・ 留学中の 出席しなければ

学年 忌引等の日数 授業日数 ならない日数

4

授業日数

出　　　　　欠　　　　　の　　　　　記　　　　　録

生　徒　氏　名

第3学年

特　別　活　動　の　記　録

第4学年

総　合　的　な　学　習　の　時　間　の　記　録

総　合　所　見　及　び　指　導　上　参　考　と　な　る　諸　事　項

第1学年 第2学年

1

2

3

欠席日数 出席日数 備　　　　　考

「総合所見及び指導上参考となる諸事項」

の欄に

・通級による指導を受けた学校名

・通級による指導の授業時数及び

指導期間

・指導の内容や結果等

を記載
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７ 中学校から高等学校等への適切な引継ぎについて（依頼） 

 

平成 29年 11 月８日 29 教高第 4437 号・29 教義第 4703 号 

各市町村（学校組合）教育委員会教育長宛て 

福岡県教育委員会教育長 

 

 

 平素から本県特別支援教育の推進に御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、本年３月に文部科学省が取りまとめた「発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に

対する教育支援体制整備ガイドライン」については、平成２９年５月１２日２９教義第９８

号にて送付しているところです。 

 本ガイドライン「第３部 学校用 ９．進学等における適切な情報の引継ぎ」には、中学

校から高等学校等への移行段階においても、教育上特別の支援を必要とする生徒に対する

支援内容を記載した個別の教育支援計画等を活用した引継ぎの重要性が示されています。 

 ついては、高等学校等の合格発表の後、生徒が進学先の高等学校等へ入学する前など、適

切な時期に、各市町村で作成している個別の教育支援計画や「相談支援ファイル」、又は本

県が作成している「ふくおか就学サポートノート（引き継ぎシート）」（本県ＨＰからダウン

ロード可）等の引継ぎ資料を活用して、生徒の障がいの状態や支援内容等を確実に引き継ぐ

よう貴管下の中学校に対する周知をお願いします。 
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８ 「福岡県特別支援教育推進プラン」（平成 29 年４月 20 日福岡県教育委員会）及び 

「特別支援教育推進ガイド」（平成 30 年３月福岡県教育委員会） 

 

「福岡県特別支援教育推進プラン」は、本県が目指す特別支援教育推進の理念と、

その実現のために重点的に取り組む施策等を示したものです。これまでの取組の成果

を踏まえ、今後も継続的に取り組んでいく既存の施策について発展充実の方向性を含

めて整理するとともに、本県における特別支援教育に関係する施策を推進していくに

当たっての基本的な視点として、５つの柱を設定しています。 

なお、ここには県教育委員会が実施する施策のほか、広域的な立場から市町村教育

委員会を支援する施策や連携協力する知事部局における施策についても盛り込んでい

ます。 

 

「特別支援教育推進ガイド」は、「福岡県特別支援教育推進プラン」の５つの柱にそ

って構成されたもので、幼稚園、保育所（園）等の就学前から、学校卒業後まで、障

がいのある子供たちに関わる全ての方が、特別支援教育に関する理解を深めるととも

に、支援を要する子供や保護者に寄り添い、学校現場における自立と社会参加に向け

た取組に資するよう作成したものです。各項目はＱ＆Ａ形式となっており、引用文献

や参考資料、法的根拠なども示しています。 

小・中学校における「特別支援教育推進計画」を作成する際や、校内研修等におけ

る参考資料としても活用することができます。 

 

（http://www.pref.fukuoka.lg.jp/life/5/41/186/） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☜ 

クリックすると 

ＰＤＦファイルが開きます。 

☜ 

クリックすると 

ＰＤＦファイルが開きます。 


